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１．2024年12月期第２四半期（中間期）の連結業績（2024年１月１日～2024年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年12月期中間期 14,721 16.7 1,630 △24.4 1,744 △23.7 1,390 △23.5
2023年12月期中間期 12,610 ― 2,156 ― 2,287 ― 1,818 ―

(注) 包括利益 2024年12月期中間期 2,983百万円( 12.2％) 2023年12月期中間期 2,658百万円( ―％)

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2024年12月期中間期 67.85 ―
2023年12月期中間期 97.95 ―

(注)１.当社は2022年12月期中間期については、中間連結財務諸表を作成していないため、2023年12月期中間期の対前

年中間期増減率を記載しておりません。

２.潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2024年12月期中間期 41,787 28,548 68.3

2023年12月期 39,334 26,795 68.1

(参考) 自己資本 2024年12月期中間期 28,548百万円 2023年12月期 26,795百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年12月期 － 0.00 － 60.00 60.00
2024年12月期 － 0.00
2024年12月期(予想) － 70.00 70.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

2023年12月期期末配当金の内訳 普通配当 50円22銭 上場記念配当 9円78銭

３．2024年12月期の連結業績予想（2024年１月１日～2024年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 33,417 16.3 4,434 3.2 4,577 5.0 3,660 6.7 178.58

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2024年12月期中間期 20,500,000株 2023年12月期 20,500,000株

② 期末自己株式数 2024年12月期中間期 －株 2023年12月期 －株

③ 期中平均株式数（中間期） 2024年12月期中間期 20,500,000株 2023年12月期中間期 18,570,000株

※ 第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社グループが現時点で入手している情報及び

合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績につきましては、様々な要因によって異なる場

合があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当中間連結会計期間における世界経済は、中東情勢の地政学的リスク、ウクライナの戦争の長期化やエネルギ

ー価格、原材料価格の高止まりに加えて、米欧の金融引締めによる景気減速懸念と中国経済の回復鈍化傾向等、

依然として先行きが不透明な状況が続いております。脱炭素化に向けた世界的な流れは一部の国や市場において

停滞が懸念されておりますが、中長期的には各国政府による脱炭素化の方針を受けて企業の設備投資の拡大が引

き続き期待されております。

当中間連結会計期間において、中国経済の停滞が影響し、中国向けのデシカント除湿機の売上は大幅に減少し

ましたが、国内を中心に欧州、アジアにおけるデシカント除湿機の売上が増加したことにより、売上高は14,721

百万円（前中間連結会計期間比16.7％増）となりました。一方、利益面につきましては、主に中国向けのデシカ

ント除湿機の売上減及び中国市場での競争激化に対する価格戦略の影響等に伴い売上総利益が減少したことによ

り、営業利益は1,630百万円（同24.4％減）となりました。受取利息及び受取配当金を68百万円計上したこと等に

より、経常利益は1,744百万円（同23.7％減）、税金等調整前中間純利益は1,744百万円（同22.6％減）となりま

した。法人税等合計で353百万円を計上した結果、親会社株主に帰属する中間純利益は1,390百万円（同23.5％

減）となりました。

当社グループでは、EBITDAに対する売上高の比率であるEBITDAマージンを重要な経営指標としております。当

中間連結会計期間におけるEBITDAマージンは14.2％（前中間連結会計期間は20.5％）となりました。

（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

当中間連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比べ2,452百万円増加し、41,787百万円となり

ました。この主な要因は、現金及び預金が1,807百万円増加、売上債権の回収等に伴い受取手形、売掛金及び契約

資産が1,077百万円減少、受注増加に伴い仕掛品等の棚卸資産が1,372百万円増加、KUMYOUNG ENG CO.,LTD.社株式

の取得により投資有価証券が537百万円増加したことによるものであります。

負債合計は、前連結会計年度末と比べ699百万円増加し、13,238百万円となりました。この主な要因は、契約負

債が1,084百万円、運転資金の増加に伴う短期借入金が750百万円増加、支払手形及び買掛金が797百万円、長期借

入金が510百万円減少したことによるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末と比べ1,753百万円増加し、28,548百万円となりました。この主な要因は、親

会社株主に帰属する中間純利益1,390百万円の計上及び配当金1,230百万円の支払いにより利益剰余金が160百万円

増加したこと及び、円安の進行により為替換算調整勘定が1,630百万円増加したことによるものであります。

②キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の増減額は前中間連結会計期間に比べ、820百万円増加し、

1,795百万円となりました。

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られたキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ1,750百万円増加し、3,147百万

円となりました。収入の主な内訳は、税金等調整前中間純利益1,744百万円、売上債権の増減額1,205百万円、契

約負債の増減額852百万円、減価償却費459百万円であり、支出の主な内訳は、棚卸資産の増減額910百万円、仕入

債務の増減額369百万円、法人税等の支払額428百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、支出したキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ536百万円増加し、1,137百万円

となりました。これは投資有価証券の取得による支出が537百万円、有形固定資産の取得による支出が566百万円

あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、支出したキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ839百万円増加し、1,046百万円

となりました。これは短期借入金の純増が750百万円、長期借入金の返済による支出が510百万円、配当金の支払

額1,230百万円等によるものであります。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2024年12月期の連結業績予想については、2024年2月14日に「2023年12月期 決算短信〔日本基準〕(連結)」で

公表した業績予想から変更しておりません。
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,638 13,445

受取手形、売掛金及び契約資産 8,309 7,231

電子記録債権 1,268 1,637

棚卸資産 6,023 7,395

その他 1,550 671

貸倒引当金 △412 △463

流動資産合計 28,377 29,918

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,520 5,459

機械装置及び運搬具（純額） 1,126 1,154

土地 2,885 2,917

その他（純額） 2,684 968

有形固定資産合計 10,216 10,499

無形固定資産 231 213

投資その他の資産 510 1,156

固定資産合計 10,957 11,869

資産合計 39,334 41,787
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,962 2,164

電子記録債務 2,154 2,684

短期借入金 50 800

１年内返済予定の長期借入金 902 660

未払法人税等 349 410

契約負債 1,985 3,070

製品保証引当金 235 226

賞与引当金 242 450

その他 1,745 1,184

流動負債合計 10,629 11,653

固定負債

長期借入金 1,142 874

退職給付に係る負債 41 43

その他 726 667

固定負債合計 1,910 1,585

負債合計 12,539 13,238

純資産の部

株主資本

資本金 711 711

資本剰余金 3,536 3,536

利益剰余金 20,454 20,615

株主資本合計 24,702 24,863

その他の包括利益累計額

繰延ヘッジ損益 ― △37

為替換算調整勘定 2,092 3,723

その他の包括利益累計額合計 2,092 3,685

純資産合計 26,795 28,548

負債純資産合計 39,334 41,787
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

売上高 12,610 14,721

売上原価 7,195 9,811

売上総利益 5,414 4,910

販売費及び一般管理費 3,258 3,279

営業利益 2,156 1,630

営業外収益

受取利息及び受取配当金 27 68

保育園関連収益 10 9

助成金収入 19 6

為替差益 90 18

その他 25 45

営業外収益合計 173 148

営業外費用

支払利息 21 16

保育園関連費用 13 12

その他 7 5

営業外費用合計 41 34

経常利益 2,287 1,744

特別損失

訴訟関連損失 27 －

固定資産除却損 8 0

特別損失合計 35 0

税金等調整前中間純利益 2,251 1,744

法人税、住民税及び事業税 561 476

法人税等調整額 △128 △123

法人税等合計 433 353

中間純利益 1,818 1,390

親会社株主に帰属する中間純利益 1,818 1,390
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中間連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

中間純利益 1,818 1,390

その他の包括利益

繰延ヘッジ損益 ― △37

為替換算調整勘定 840 1,630

その他の包括利益合計 840 1,592

中間包括利益 2,658 2,983

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 2,658 2,983
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（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 2,251 1,744

減価償却費 430 459

貸倒引当金の増減額(△は減少) 64 12

製品保証引当金の増減額(△は減少) 18 △26

賞与引当金の増減額(△は減少) 297 201

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 11 1

受取利息及び受取配当金 △27 △68

支払利息 21 16

固定資産除却損 8 0

売上債権の増減額(△は増加) 241 1,205

棚卸資産の増減額(△は増加) △931 △910

仕入債務の増減額(△は減少) △128 △369

契約負債の増減額(△は減少) 536 852

その他 △736 403

小計 2,059 3,523

利息及び配当金の受取額 27 68

利息の支払額 △20 △16

法人税等の支払額 △670 △428

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,396 3,147

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 ― △537

定期預金の預入による支出 △208 ―

定期預金の払戻による収入 286 ―

有形固定資産の取得による支出 △662 △566

無形固定資産の取得による支出 △12 △22

その他 △2 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △601 △1,137

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 450 750

長期借入金の返済による支出 △612 △510

リース債務の返済による支出 △35 △56

配当金の支払額 △9 △1,230

財務活動によるキャッシュ・フロー △207 △1,046

現金及び現金同等物に係る換算差額 387 832

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 975 1,795

現金及び現金同等物の期首残高 9,517 11,417

現金及び現金同等物の中間期末残高 10,492 13,213



株式会社西部技研(6223) 2024年12月期 第２四半期（中間期）決算短信

9

（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

一部の連結子会社は、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、空調事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略

しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。


